
少年矯正を考える有識者会議（第４回）資料 

少 年 院 の あ ゆ み 

平成２２年４月２１日（水） 

 主 な 制 度 上 等 の 動 き その他の動きなど 

 

大正１２年 

（１９２３年） 

 

昭和２４年 

（１９４９年） 

 

 

 

昭和２５年 

（１９５０年） 

 

 

 

 

 

 

昭和３３年 

（１９５８年） 

 

 

昭和３７年 

（１９６２年） 

 

 

 

 

 

 

 

昭和４４年 

（１９６９年） 

 

昭和４６年 

（１９７１年） 

 

 

 

昭和５２年 

（１９７７年） 

 

 

 

 

 

 

 

旧少年法，矯正院法に基づく少年院設置 

（多摩少年院・浪速少年院） 

 

新生少年院誕生 

○新少年法・少年院法施行 

・収容して矯正教育を行うことを目的として明記 

・種別の制定（初等・中等・特別・医療） など 

   

実験施設の指定 

○職業補導重点施設，生活指導重点施設，教科重点施

設をそれぞれ指定。 

 

 

 

 

 

生活指導の基本的指針策定 

○矯正局長通達 

 「少年院における生活指導の充実について」 

 

少年院特殊化構想試案 

○短期訓練重点施設，職業訓練重点施設，生活指導重

点施設，教科重点施設，体育重点施設，治療的処遇

重点施設等を指定 

 

 

 

 

 

○交通短期処遇を順次開始 

 

 

少年院における教育訓練要領案 

○短期処遇，義務教育，高校教育，職業訓練，職業指

導，生活指導等のモデル提示 

 

 

少年院運営改善 

○矯正局長依命通達 

 「少年院の運営について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○矯正保護研修所設置

（S25） 

○収容人員第１のピーク

 新収容人員 

１１，３３３人（S26） 

 一日平均 

１０，８１５人（S27） 

 

 

 

 

 

 

 

○矯正教育研究会（後

の日本矯正教育学

会）発足（S39） 

○矯正保護上級職員採

用試験（現在の国家

Ⅰ種（人間科学Ⅱ区

分）試験）開始(S40）

 

 

 

 

 

○収容人員減少 

 新収容人員 

１，９６９人（S49） 

 一日平均 

２，５１５人（S49） 

 

 

 
〈基本方針〉 
○施設内処遇と施設外処遇の有機的一体化 
○処遇の個別化と収容期間の弾力化 
○施設の特色化 
○関係諸機関，地域社会との連絡協調 



 

 

 

 

 

 

 

昭和５５年 

（１９８０年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３年 

（１９９１年） 

 

 

 

 

 

 

平成５年 

（１９９３年） 

 

 

 

 

 

 

 

平成８年 

（１９９６年） 

     
 

平成９年 

（１９９７年） 

 
                              
 
平成１３年 
（２００１年） 
                

 

 

 

 

 

 

 

教育課程と成績評価基準等の整備 

○矯正局長通達 

「少年院における教育課程の編成及びその運営につ

いて」 

○矯正局長通達 

 「少年院成績評価基準について」 

 

 

 

 

 

 

 

短期処遇の改編 

 

 

 

 

 

 

 

長期処遇の改編 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育課程運用の充実 
○矯正局長通達 
 「少年院における教育課程の編成，実施及び評価の
基準について」 

 

長期処遇の一部見直し 
○生活訓練課程（Ｇ３）の設置 
○収容期間の弾力化措置 
 
 
 
 
 
 
 
○少年法等の一部改正 
 刑事処分可能年齢の引下げ 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○収容人員第２のピーク 

 新収容人員 

６，０６２人（S59） 

一日平均 

４，６００人（S59） 

 

○職員に「専門官制」

の導入（S63） 

○法務教官採用試験開

始（H元） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「児童の権利に関す

る条約」批准（H6） 

○収容人員減少 

 新収容人員 

３，８２８人（H７） 

 一日平均 

２，８４７人（H７） 

                   
 

○神戸連続児童殺傷事

件（H9） 

  

 

○収容人員第３のピーク 

新収容人員 

６，０５２人（H12） 

 一日平均 

４，５２８人（H12） 

 

 

 

 

○生活訓練課程の設置 
 （外国人対象の課程（Ｇ２）を含む。） 
○職業能力開発課程の設置 
 （職業訓練課程を改編） 

○特修短期処遇設置 

（交通短期処遇を発展的に改編） 

○一般短期処遇に処遇課程を設置 

（教科教育課程，進路指導課程，職業指導課程）

○短期処遇の設置 
 一般短期処遇，交通短期処遇 
○長期処遇に処遇課程を設置 
 生活指導課程，職業訓練課程，
教科教育課程，特殊教育課程，
医療措置課程 



    
平成１６年 
（２００４年） 
               
 
平成１８年 
（ ２００６年） 
 
                           
 
 
 
平成１９年 
（２００７年） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年 

（２００９年） 

 
「被害者の視点を取り入れた教育」の充実 
○有識者等による同教育研究会の開催 
 
 
 
 
就労支援の充実 
○矯正局長通達 

「釈放予定受刑者及び少年院出院予定者に対する
就労支援について」 

 
○矯正局長通達 
「在院者から院長に対して自己が受けた処遇又は一
身上の事情に関する申立てがなされた場合の取扱い
等について」 

 
 
○少年法等の一部改正 
・少年院収容下限年齢の引下げ 
・保護者に対する措置の明文化 
・処遇の個別化理念の明文化 

 
 
一般短期処遇の再編 
 
  
  
 
 
 
 
○被害者等通知制度の少年への拡充 
  
 
就学支援の充実 
○「刑事施設又は少年院における高等学校卒業程度認

定試験及び就学業務猶予免除者等の中学校卒業程度
認定試験について」 

 
 
 
 
不服申立制度の創設 
○大臣訓令  
「少年院在院者の苦情の申出に関する訓令」 
 

 

 

 

○犯罪被害者等基本法

施行（H17） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○刑事収容施設法施行

（H19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 更 生 保 護 法 施 行

（H20） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○処遇課程の再編 

（短期教科教育課程，短期生活訓練課程） 

○生活指導等の強化 

 


